
◎　令和６年度の主な事業

①  第２期赤平市しごと・ひと・まち創生総合戦略事業

・人材育成・定住促進奨学金 ・ひとり親家庭家賃助成

・高校生以下医療費無料化 ・ひとり親家庭入学支度助成

・高校通学費等助成 ・公設学習塾事業

・民間賃貸住宅家賃助成 ・放課後子供教室の運営 ほか

② 普通建設事業

・店舗整備魅力向上事業（店舗新築・改築に対する助成）

・地域住宅建設事業（シルバーハウジング緊急通報システム更新ほか）

・道路新設改良事業（北文本通ほか）

・ふれあいホール改修事業（屋上防水、外壁補修ほか）

・総合体育館改修事業（屋上防水、外壁補修ほか）

・図書館施設整備事業（暖房設備） ほか

令和６年度の決算について

　令和６年度各会計の決算について、令和７年９月に開かれた赤平市議会第３回定例会で認定さ
れました。
　令和６年度は、「第６次赤平市総合計画」の５年度目の予算として、「市民とともに歩むまち
づくり」、「市民にやさしいまちづくり」、「市民が誇れる魅力あふれるまちづくり」を基本方
向として、５つの基本目標に沿って、各種施策に取り組みました。
　一般会計の歳入決算額は、１１３億９，７２７万円で前年度に比べ１，９９３万円減少しまし
た。主な歳入項目のうち、歳入の４４％を占める地方交付税は、特別交付税が除排雪経費の増加
などにより１，８８１万円増加し、５０億１，３３５万円となりました。国庫支出金は、新型コ
ロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金を活用して実施した主に経済対策に資する事業の終
了などにより２億４，２１３万円減少し１１億６，５８７万円となり、市債は、ふれあいホー
ル、総合体育館の施設整備など主に単独事業の増により７，６４０万円増加し８億１，９６０万
円となりました。 
　歳出決算額は、１０７億１，９８６万円で前年度に比べ１億７，２７９万円減少しました。主
な歳出項目のうち補助費等は、下水道事業繰出金の減少などにより６，５４５万円減少し２２億
６，８７４万円となり、扶助費は非課税世帯物価高騰重点支援給付金の終了により２億８８１万
円減少し１３億９，０２４万円、公債費は平成１５年度に借り入れた臨時財政対策債の償還終了
などにより３，７３３万円減少し１１憶８，４０１万円、積立金はふるさと納税寄附金の増加に
より１億９，２２９万円増加し８億５，５１１万円となりました。
　水道事業会計では、建設改良事業として、茂尻中央町北排水管布設替工事、西文京町３丁目配
水管布設替工事、青葉通配水管布設工事、浄水場中央制御装置更新工事等を行いました。給水収
益は、人口減などにより３２２万円の減少となり、営業収益では４９６万円の減少となりまし
た。営業費用は、修繕費、給与費の減少などにより１８５万円の減少となりました。
　病院事業会計では、医業収益のうち入院収益は、一般病床ではわずかに患者数が減少しました
が、療養病床の患者数が増加し、全体で４２２人の増加となり、２，６００万円の増加、外来収
益は、外来患者数が５，０３５人の減少となり、３，６５１万円の減少となりました。医業外収
益は、新型コロナウイルス感染症関連の補助金の減額などにより３，４３８万円の減少となりま
した。医業費用は、給与費や材料費・経費の増加により、全体で６，９０１万円の増加となりま
した。医業外費用は、企業債利息の減少により７１４万円の減少となりました。
下水道事業会計では、建設改良事業として、公共下水道管渠新設工事を行いました。下水道事業
収益が、人口減などにより２０５万円の減少となり、営業収益では６１１万円の減少となりまし
た。営業費用は、退職給付費の納付分の大幅減少などにより１，８６６万円の減少となりまし
た。



令和６年度　決算総括表（各会計の決算状況）

歳 入 歳 出 差 引 額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

１１６億８，７１１万円 １１３億９，７２７万円 １０７億１，９８６万円 ６億７，７４２万円 １１６億１，７２３万円

１２億１，２２６万円 １１億６，５９６万円 １１億４，３５２万円 ２，２４５万円 -

２億５，１７１万円 ２億３，９７１万円 ２億３，５０８万円 　　４６３万円 -

１，３０１万円 １，３０１万円 １，３０１万円 　　　　０万円 ５４８万円

　　８８４万円 　　１，０２３万円 　　６９３万円 　　３２９万円 -

１６億２，２００万円 １６億　　３３３万円 １３億９，３４５万円 ２億　　９８８万円 -

３１億　　７８２万円 ３０億３，２２４万円 ２７億９，１９９万円 ２億４，０２５万円 ５４８万円

１４７億９，４９３万円 １４４億２，９５１万円 １３５億１，１８５万円 ９億１，７６６万円 １１６億２，２７１万円

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない場合があります。
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令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度

決 算 額 決 算 額

市 税 ７億８，３０５万円 ６．９％ ８億１，５３０万円 ７．１％

地 方 譲 与 税 ６，６８３万円 ０．６％ ６，５２９万円 ０．６％

利 子 割 交 付 金 　　　３７万円 ０．０％ 　　　２８万円 ０．０％

配 当 割 交 付 金 　　３４７万円 ０．０％ 　　２５６万円 ０．０％

法 人 事 業 税 交 付 金 ２，２２１万円 ０．２％ ２，０２８万円 ０．２％

地 方 消 費 税 交 付 金 ２億６，６５０万円 ２．３％ ２億６，１１３万円 ２．３％

環 境 性 能 割 交 付 金 　　６７９万円 ０．１％ 　　６８０万円 ０．１％

地 方 特 例 交 付 金 ３，２７１万円 ０．３％ 　　３９８万円 ０．０％

地 方 交 付 税 ５０億１，３３５万円 ４４．０％ ４９億９，４５４万円 ４３．８％

分 担 金 及 び 負 担 金 １，９５０万円 ０．２％ ２，４７０万円 ０．２％

使 用 料 及 び 手 数 料 ３億１，７２８万円 ２．８％ ３億２，２５１万円 ２．８％

国 庫 支 出 金 １１億６，５８７万円 １０．２％ １４億　　８００万円 １２．３％

道 支 出 金 ３億５，９２７万円 ３．２％ ３億７，８６４万円 ３．３％

財 産 収 入 ３，０２１万円 ０．３％ ３，０６３万円 ０．３％

寄 附 金 １６億３，７７７万円 １４．４％ １４億５，８７９万円 １２．８％

繰 入 金 ５億３，８２５万円 ４．７％ ５億７，０６９万円 ５．０％

繰 越 金 ２億２，４５６万円 １．９％ １億９，４４４万円 １．７％

諸 収 入 ８，４３７万円 ０．７％ １億１，２０２万円 １．０％

市 債 ８億１，９６０万円 ７．２％ ７億４，３２０万円 ６．５％

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない場合があります。

　　　なお、「0」については単位未満です。

一般会計決算の内訳（歳入）

区 分 構 成 比 構 成 比

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 　　５３３万円 ０．０％ 　　２９４万円 ０．０％

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 　　　　０万円 ０．０％ 　　　４９万円 ０．０％

歳 入 合 計 １１３億９，７２７万円 １００．０％ １１４億１，７２０万円 １００．０％



令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度

決 算 額 決 算 額

議 会 費 ６，１９２万円 ０．６％ ６，２３９万円 ０．６％

総 務 費 １９億１，６５２万円 １７．９％ １７億３，５９８万円 １５．９％

民 生 費 １８億９，２８１万円 １７．７％ １９億６，３９７万円 １８．０％

衛 生 費 ４億９，５５０万円 ４．６％ ４億８，６３９万円 ４．５％

労 働 費 　　３６３万円 ０．０％ 　　３６５万円 ０．０％

農 林 水 産 業 費 ９，５７５万円 ０．９％ １億３，３７６万円 １．２％

商 工 費 １億５，１３９万円 １．５％ ２億１，１５６万円 ２．０％

土 木 費 １１億６，２９３万円 １０．８％ １３億１，２７０万円 １２．１％

消 防 費 ４億　　５９２万円 ３．８％ ３億７，４６４万円 ３．４％

教 育 費 ６億１，９４４万円 ５．８％ ５億３，０６３万円 ４．９％

公 債 費 １１億８，４０１万円 １１．０％ １２億２，１３４万円 １１．２％

諸 支 出 金 １４億６，１６９万円 １３．６％ １６億５，４３４万円 １５．２％

職 員 給 与 費 １２億６，８３５万円 １１．８％ １２億　　１３０万円 １１．０％

歳 出 合 計 １０７億１，９８６万円 １００．０％ １０８億９，２６５万円 １００．０％

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない場合があります。

　　　なお、「0」については単位未満です。

令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度

決 算 額 決 算 額

人 件 費 １３億４，５３０万円 １２．５％ １２億７，９３９万円 １１．８％

物 件 費 １３億２，７３６万円 １２．４％ １３億３，１３４万円 １２．２％

補 助 費 等 ２２億６，８７４万円 ２１．１％ ２３億３，４１９万円 ２１．５％

扶 助 費 １３億９，０２４万円 １３．０％ １５億９，９０５万円 １４．７％

投 資 的 経 費 ９億５，９８６万円 ９．０％ １０億２，８７８万円 ９．４％

維 持 補 修 費 ４億８，２３８万円 ４．５％ ３億９，４７３万円 ３．６％

公 債 費 １１億８，４０１万円 １１．０％ １２億２，１３４万円 １１．２％

積 立 金 ８億５，５１１万円 ８．０％ ６億６，２８２万円 ６．１％

投 資 及 び 出 資 金 １億９，１０４万円 １．８％ ２億８，２００万円 ２．６％

貸 付 金 ２，１４０万円 ０．２％ ２，７２０万円 ０．２％

繰 出 金 ６億９，４４４万円 ６．５％ ７億３，１８２万円 ６．７％

歳 出 合 計 １０７億１，９８６万円 １００．０％ １０８億９，２６５万円 １００．０％

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない場合があります。

一般会計決算の内訳　（目的別歳出）

一般会計決算の内訳　（性質別歳出）

区 分 構 成 比 構 成 比

区 分 構 成 比 構 成 比



企業会計決算の内訳
◎ 水道事業会計

①

②

③

◎ 病院事業会計

①

②

③

④

延 人 （ 人 ）

延 人 （ 人 ）

◎ 下水道事業会計

①

②

③

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない場合があります。

損 益 計 算 書

金 額 金 額

営 業 費 用 ２億９，１５２万円営 業 収 益 ２億３，１１２万円

営 業 外 費 用 １，６５５万円営 業 外 収 益 ７，１６６万円

特 別 損 失 　　　６５万円特 別 利 益 　　　４４万円

計 ３億　　８７２万円 計 ３億　　３２２万円

当年度純損失 　　５４９万円

貸 借 対 照 表

金 額 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

固 定 資 産 ２７億１，８２４万円固 定 負 債 １１億　　９４０万円

流 動 資 産 ５億４，２０２万円流 動 負 債 ９，６６３万円

繰 延 収 益 ６億５，５６１万円

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 ４億２，５５０万円

剰 余 金 ９億７，３１２万円

計 ３２億６，０２６万円 計 ３２億６，０２６万円

企 業 債 残 高 １１億２，６５７万円

損 益 計 算 書

金 額 金 額

医 業 費 用 ２２億６，７９９万円医 業 収 益 １８億７，１９７万円

医 業 外 費 用 ６，８４６万円医 業 外 収 益 ４億２，１５８万円

特 別 損 失 １億　　４４１万円特 別 利 益 　　６６８万円

計 ２４億４，０８６万円 計 ２３億　　　２２万円

当年度純利益 １億４，０６４万円

貸 借 対 照 表

金 額 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

固 定 資 産 ４４億６，７０５万円固 定 負 債 ２４億８，６４９万円

流 動 資 産 １８億１，４１０万円流 動 負 債 ５億７，７７６万円

繰 延 収 益 １８億４，１７２万円

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 ２１億　　１７０万円

剰 余 金 △７億２，６５２万円

計 ６２億８，１１５万円 計 ６２億８，１１５万円

企 業 債 残 高 １２億９，６１２万円

患 者 数

・外来 ５万３，０７７ 1 日 平 均 ２１８

・入院 ３万４，３１２ 1 日 平 均 ９４

損 益 計 算 書

金 額 金 額

営 業 費 用 ３億５，５４９万円営 業 収 益 ２億１，２５１万円

営 業 外 費 用 ２，４１３万円営 業 外 収 益 ２億４，０６７万円

特 別 損 失 　　１６８万円特 別 利 益 　　　　０万円

計 ３億８，１３０万円 計 ４億５，３１８万円

当年度純利益 ７，１８８万円

貸 借 対 照 表

金 額 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

固 定 資 産 ６６億４，７２５万円固 定 負 債 ２０億７，０２５万円

流 動 資 産 ２億９，０９８万円流 動 負 債 ２億５，０８４万円

繰 延 収 益 ４０億５，６２１万円

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 １億６，１６５万円

剰 余 金 ３億９，９２８万円

計 ６９億３，８２３万円 計 ６９億３，８２３万円

企 業 債 残 高 ２２億　　８７４万円



　平成２６年４月１日より消費税率（国・地方）が５％から８％へ、令和元年１０月１日より８％から１０％

へ引き上げられたことに伴い、地方消費税交付金の増収分については、その使途を明確化し、社会保障施策に

要する経費に充てるものとされています。

　令和６年度赤平市一般会計決算における社会保障施策経費への充当事業については、下記のとおりです。

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分）

【歳出】地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

※地方消費税交付金（社会保障財源分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当しています。

　計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない場合があります。

地方消費税交付金(社会保障財源化分)が充てられる社会保障施策に要する経費

145,218千円

1,892,258千円

（単位：千円）

財源内訳

令和６年度 特定財源 一般財源

決算額

障害者福祉事業 633,505 303,488 154,859 0 0 32,091 143,067

高齢者福祉事業 63,239 0 936 7,300 18,143 6,753 30,107

児童福祉事業 228,133 90,486 26,000 0 6,107 19,336 86,204

生活保護扶助事業 444,947 350,321 11,116 0 2,147 14,907 66,456

小計 1,369,824 744,295 192,911 7,300 26,397 73,087 325,834

健康増進事業 27,555 14,355 567 0 730 2,181 9,722

救急医療対策事業 7,005 0 0 3,300 0 679 3,026

予防対策事業 23,276 263 0 700 185 4,054 18,074

母子保健事業 1,391 45 0 0 1,290 10 46

小計 59,227 14,663 567 4,000 2,205 6,924 30,868

国民健康保険
特別会計(繰出金)

介護保険
特別会計(繰出金)
後期高齢者医療
特別会計(繰出金)

小計 463,207 18,554 88,738 0 0 65,207 290,708

合計 1,892,258 777,512 282,216 11,300 28,602 145,218 647,410

事　業　名

国庫支出金 道支出金 地方債 その他
引上げ分の
地方消費税
交付金

その他

社会福祉

保健衛生

131,820 7,810 35,646 0 0 16,189 72,175

251,268 10,744 5,489 0 0 43,061 191,974

80,119 0 47,603 0 0 5,957 26,559
社会保険


